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オペレーション上の制約未達にペナルティを課す 

船舶の航海最適化問題の解法 
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 A New Approach to Solve Ship’s Navigation Optimization Problem 

with Penalty Function for satisfying Restrictions of Nautical Operation 

KANAMARU Hideyuki 

 

Summary 

In addition to conventional efforts to reduce the air pollutant Sox and Nox emitted by ships during 

navigation, it was agreed at the 72nd Marine Environment Protection Committee (MEPC72) of 

International Maritime Organization (IMO) held on April, 2018 to endeavor to compretely eliminate 

greenhouse gases generated in marine transportation such as CO2 as early as possible during the 21st 

century.1) 

The author presented the navigation optimization technologies to reduce exhaust gas by adjusting main 

engine output locally during voyage under wave conditions and ocean current with limiters to restrict main 

engine revolution and to prevent dangerous navigation speed under rough sea conditions.2) 

In this paper, a new solution method is presented to satisfy the above restrictions of operation with penalty 

function instead of limiters, and the effect of these methods are compared and evaluated through several 

cases of numerical simulation. 
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1．緒言 

  国際海事機関（IMO）による海洋の大気汚染防止へ

の取り組みはますます強化されつつある。平成３０年

４月に開催されたＩＭＯの第７２回海洋環境保護委員

会(MEPC72)では、国際海運全体の燃費効率を段階

的に改善し、今世紀中のできるだけ早い時期に、船舶

が排出する二酸化炭素などの温室効果ガス排出ゼロを

目指すことが合意された 1)。現時点では重油が船舶運航

の主要なエネルギー源であることを考慮すると、燃料

消費によって排出される温室効果ガスや大気汚染物質

を削減する努力は継続して行われなければならない。 

筆者は、先行研究 2)で、 

(1) 航海における潮流や海流の作用 

(2) 主機の能力限界や主推進軸系の共振を引き起

こす危険回転域の存在 

(3) 荒天域における運航限界速力 

という実航海で避けられない諸条件に対処して、航海

で消費される燃料を最小化することによって排ガスを
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Fig.2 潮流補正 

Fig.1 航路要素 

抑制する精密な航海最適化技術について考察した。さ

らに、航路保持の下で目的地までの主機出力を最適に

配分するための速力の決定方程式を導き、上記(1)～

(3)の条件に対して安全な解を得るためにリミッタを用

いて決定方程式を解く方法（リミッタ法）を提案した。 

 本稿では、決定方程式の解が運航の危険域内に存在

する場合に、リミッタの代わりにペナルティを課して

安全な解を求める方法（ペナルティ法）を導入し、数

値シミュレーションによって両解法の特性を評価する。 

 

2．航海最適化技術 2) 

 2.1 就航環境の離散値化 

  Fig.1 に示す気象海象予報データサービスの単位と

なる矩形の海域と、航路およびその変針点によって区

分される航路要素 𝚫𝛔𝒊  (𝒊 = 𝟏･･･ 𝒏) 上では、すべ

ての就航条件が一定となる。したがって、航路要素を

基本単位として目的地に至るまでの航海の速力、即ち、

主機出力の最適な配分が可能となる。 

 

2.2 海流下の対地船速 

  実際の航海では潮流や海流の影響を受けるため、航

路を保持して航海するためには針路補正が必要になる。 

  Fig.2 に示す通り、潮流や海流の流速を 𝒗𝒄𝒊
 、その

流向と設定航路の方位との偏差（流向偏差）を ∆𝜽𝒊 と

すると、対地船速 𝑼∗
𝒊 および針路補正値 ∆∅𝒊 とこれ

らの状態量の間には以下の関係式が成り立つ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   𝑼∗
𝒊 = 𝜶𝒊𝑼𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆∅𝒊 + 𝒗𝒄𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆𝜽𝒊              (1) 

   ∆∅𝒊 = 𝐬𝐢𝐧−𝟏 𝒗𝒄𝒊 𝐬𝐢𝐧 ∆𝜽𝒊

𝜶𝒊𝑼𝒊
                        (2) 

 

  また、(1)式より、対水運動対応の実航程と航路要素

長の航程比 𝜻𝒊 および潮流や海流に対処する針路補正

後の相対波向 𝝌𝒊
∗ が、以下の通り表される。 

 

   𝜻𝒊 =
𝟏

𝐜𝐨𝐬 ∆∅𝒊+𝒗𝒄𝒊 𝐜𝐨𝐬 ∆𝜽𝒊/(𝜶𝒊𝑼𝒊)
                    (3) 

   𝝌𝒊
∗ = 𝝌𝒊 + ∆∅𝒊                             (4) 

 

但し、𝝌𝒊 は航路要素 𝚫𝛔𝒊 に対する相対波向である。 

 

2.3 総燃料消費量の定式化 

   船舶の推進運動方程式と主機の燃料消費率から、波

浪と潮流や海流を考慮した船舶運航の総燃料消費量

（第二評価関数 𝑱𝟐 ）を定式化することができる。第

二評価関数 𝑱𝟐 は、操縦運動の状態量で構成される第

一評価関数 𝑱𝟏𝒊 をその一部に含む重構造を持つ 2)。 

 

   𝑱𝟏𝒊 = ∫ (
(𝜟𝝍ー𝜷)

𝟐

𝟐𝜶𝒊
𝟐 +

(𝒎𝟎
′ +𝒎𝒚

′ )𝜷 𝒓′+𝑪𝜹𝒊
′𝜹𝟐

𝑪𝒉𝒊
′ )

∞

𝟎
𝒅𝒕′      

(5) 

     𝜟𝝍 ： 針路と設定針路の偏差 

      𝒓 ： 回頭角速度   𝜷 ： 横流れ角 

      𝜹 ： 操舵量（舵角） 

     𝒎𝟎 ： 質量    𝒎𝒚 ： 付加質量（横方向） 

      𝑪𝒉 ： 船体抵抗係数  𝑪𝜹 ： 舵抵抗係数 

 

   𝑱𝟐 = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊

𝟐(𝜻𝒊𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)]              (6) 

      𝑼 ： 速力       𝑳 ： 船体長 

           𝜸∗ ： 動力系の効率で補正された燃料消費率 

 

 

 

 

 

 

 
 

𝑙𝑖 ：航路要素長（𝑃𝑖  →  𝑃𝑖+1）、 𝑅𝑤𝑖
 ：𝛥𝜎𝑖上の波浪抵抗 

𝑈𝑖
#：𝛥𝜎𝑖上の船速、𝛼𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の波浪による自然減速係数 

𝛾𝑖
∗ ： 𝛥𝜎𝑖上の燃量消費量（伝達&推進効率による補正値） 

𝑅𝑤𝑖
 ：𝛥𝜎𝑖上の潮流や海流の流速 

∆𝜃𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の設定方位に対する潮流や海流の流向の偏差 
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但し、各々の式の中の添え字「𝒊」は航路要素 𝚫𝛔𝒊 

上の状態量であることを、また、第一評価関数 𝑱𝟏𝒊 の

「′」は、無次元化された量であることを示す。 

 

2.4 最適速力の決定方程式 

  航路要素毎の最適速力は、総航海時間 𝑻𝒗 を拘束し

て航海の定時性を確保した上で、総燃料消費量（第二

評価関数）を最小化することによって求められる。 

 

   ∑
𝜻𝒊𝒍𝒊

𝜶𝒊𝑼𝒊
= 𝑻𝒗                                (7) 

     𝑻𝒗 ：総航海時間（拘束条件） 

 

状態量 𝑿 の速力 𝑼 による偏微分を 

 

   𝑿𝑼 ≡
𝝏𝑿

𝝏𝑼
                                   (8) 

 

と表記して、(6)式に 𝝀 を未定係数とするラグランジ

ュの未定係数法を適用することにより、最適速力 𝑼𝒊 

の精密な決定方程式が、(7)式と合わせた (𝒏 + 𝟏) 元

連立方程式として以下の通り導かれる 2)。 

 

   {𝑪𝒉𝒊
[𝜶𝒊

𝟐 (𝜸∗
𝑼𝒊

𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊
∗) 𝜻𝒊𝒍𝒊 

      +𝜶𝒊
𝟑 {𝜸∗

𝑼𝒊
𝜶𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊

∗(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)} 𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 

      +𝜸𝒊
∗𝜶𝒊

𝟐𝑼𝒊 (𝜶𝒊
𝟐𝑳𝐽1𝑼𝒊

𝒐𝒑𝒕 + 𝜻𝑼𝒊
𝒍𝒊)] 

         +𝑪𝒉𝑼𝒊
𝜸𝒊

∗𝜶𝒊
𝟐𝑼𝒊(𝜻𝒊𝒍𝒊 + 𝜶𝒊

𝟐𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)}𝑼𝒊

𝟑 

                 = {(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)𝜻𝒊 − 𝜶𝒊𝑼𝒊𝜻𝑼𝒊
}𝒍𝒊𝝀    (9) 

 

3．航海の制約条件を考慮した速力（主機出力）

最適化 

  本章では、潮流や海流に加えて主機の能力限界や危

険回転域、荒天時の運航限界に対処可能な航海最適化

技術について考察する。 

特に、先行研究 2)では、これらの非線形条件への対

処法としてリミッタ法を採用したが、本稿では、ペナ

ルティ関数を導入して決定方程式を微調整する新たな

解法を導く。 

  (9)式左辺の 𝑼𝒊
𝟑 の係数を 𝑭𝒃𝒊

 、右辺の 𝝀 の係数

を 𝑮𝒄𝒊 とおくと、決定方程式(9)は次式のように表さ

れる。 

   𝑭𝒃𝒊𝑼𝒊
𝟑 = 𝑮𝒄𝒊𝝀                              (10) 

    𝑭𝒃𝒊 = 𝑪𝒉𝒊[𝜶𝒊
𝟐 (𝜸∗

𝑼𝒊
𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊

∗) 𝜻𝒊𝒍𝒊 

        +𝜶𝒊
𝟑 {𝜸∗

𝑼𝒊
𝜶𝒊𝑼𝒊 + 𝟐𝜸𝒊

∗(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)} 𝑳𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 

        +𝜸𝒊
∗𝜶𝒊

𝟐𝑼𝒊 (𝜶𝒊
𝟐𝑳𝐽1𝑼𝒊

𝒐𝒑𝒕 + 𝜻𝑼𝒊
𝒍𝒊)] 

            +𝑪𝒉𝑼𝒊
𝜸𝒊

∗𝜶𝒊
𝟐𝑼𝒊(𝜻𝒊𝒍𝒊 + 𝜶𝒊

𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕)      (11) 

 𝑮𝒄𝒊 = {(𝟏 − 𝜟𝑼𝑼𝒊)𝜻𝒊 − 𝜶𝒊𝑼𝒊𝜻𝑼𝒊
}𝒍𝒊           (12) 

 

(10)、(7)式からなる連立方程式は、海象条件や総航

海時間の指定によっては、最適速力として、一部また

は全ての航路要素で、主機の能力や運航限界速力 3)対

応の主機出力を超える解、或いは、危険回転域内の解

を与える可能性がある。これらの危険運転域と安全運

転域の主機出力の境界値を 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 として、安全確保未

達の度合いに応じたペナルティ関数 

 

𝑭𝒑𝒊
= {

𝟎               (𝑷∗
𝒊 ∈  [安全運転域] )

𝟏

𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑮𝒄𝒊𝝀(𝟏+

𝜶𝒊
𝟐𝑳

𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊

𝒐𝒑𝒕)

𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊

− 𝑭𝒃𝒊
              

                                  

(𝑷∗
𝒊 ∈  [危険運転域] )                                                                                                                                                                                                            

                                               (13) 

 

を定義し、(10)式を、その一部にペナルティを付加し

た以下の決定方程式に置き替える。 

 

   (𝑭𝒃𝒊 + 𝑭𝒑𝒊
) 𝑼𝒊

𝟑 = 𝑮𝒄𝒊𝝀                     (14) 

 

   一方、(6)、(7)式の 𝜻𝒊 、𝒍𝒊 と、基準航海および理

想航海 3)の船速 𝑼#
𝒊 、𝑼𝒊 とそれぞれの航海時間 𝑻#

𝒊 、

𝑻𝒊 の間に以下の等価関係 

 

𝜻𝒊𝒍𝒊 = 𝑼#
𝒊𝑻#

𝒊 = (𝜶𝒊𝑼𝒊) (
𝑻𝒊

𝜶𝒊
) = 𝑼𝒊𝑻𝒊          (15) 

 

  が成り立つことを考慮すると、(6)式より、実航海の

主機出力 𝑷∗
𝒊 が次式の通り導かれる。 

 

𝑷∗
𝒊 =

𝟏

𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊

𝟑 (𝟏 +
𝜶𝒊

𝟐𝑳

𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊

𝒐𝒑𝒕)             (16) 

           𝜼𝒕  ： 伝達効率 、 𝜼𝒑 ： 推進効率 
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Table 2 航海条件 

Table 1 コンテナ船主要目 

 

(14)式と(7)式からなる(𝒏 + 𝟏) 元連立方程式が、新

たな決定方程式となる（ペナルティ法）。 

尚、未定係数 𝝀 の値は、(3)、(7)および(14)式を用

いて反復計算によって収束させる。 

ペナルティ法では、決定方程式の求解の各過程にお

いて収束途中の解が危険運転域内にある場合に、境界

値からの乖離の大きさに基づいてペナルティが計算さ

れ、大域的収束計算 2)の次のサイクルの反復計算に供

される。その結果、ペナルティ自身も大域的収束計算

の中で収束させることが可能となる。 

因みに、主機出力の解が危険運転域との境界値とし

て計算された場合の速力 𝑼𝒊 は、𝑪𝒉𝒊 、𝜶𝒊 、𝜻𝒊 、

𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕

 が速力 𝑼𝒊 に依存することに留意して、次式か

ら逆算しなければならない。 

 

   
𝟏

𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊

𝟑 (𝟏 +
𝜶𝒊

𝟐𝑳

𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊

𝒐𝒑𝒕) = 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊           (17) 

 

決定方程式(14)に示す微調整の結果、これらの方程

式から導かれた速力 𝑼𝒊 は、第二評価関数（総燃料消

費量）を最小化するという本来の目的に対しては、最

適解ではなく準最適解となることに注意を要する。 

  ペナルティ関数(13)式の導出過程および各々の制約

条件に対応する境界値 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 の計算を付章に示す。 

 

4．数値シミュレーション 

 4.1 シミュレーション条件 

  先行研究 2)のリミッタ法による数値シミュレーション

と同一の条件の下で、ペナルティ法による決定方程式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 の解を求め、両解法の結果を比較・評価した。 

  Table 1 に供試船の主要目 5),6)を、また、Table 2 に

航路と波浪条件を示す。海流については、航路との流

向偏差３０度の順方向で０．２ｋｔの流速とした 2)。 

さらに、航海の制約条件として以下の４ケースにつ

いて、総燃料消費量と危険運転防止のための主機出力

を試算し、比較した。 

(1) ケース１ ： 主機出力超過防止 

(2) ケース２ ： 危険回転域回避 

(3) ケース３ ： 運航限界速力超過防止 

(4) ケース４ ： 運航限界速力対応の主機出力が 

          危険回転域内にある複合条件 

 各ケースを成り立たせるために、先行研究 2)の航海条件

の一部をそれぞれ変更した個別の条件を Table 3 に示す。 

 尚、計算は倍精度浮動小数点で行い、収束計算の収束

判定基準はすべて「相対誤差 𝟏𝟎−𝟖 未満」とした。 
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4.2 シミュレーション結果 

Table 4 ～ Table 7 に、ペナルティ法によるシミュレ

ーション結果をリミット法と対比して示す。 

  表中、「主機出力」欄の文字色は以下の意味を持つ。 

     青  ： 安全運転域内 

     赤  ： 危険運転域内 

     臙脂 ： 主機能力限界値 

     紫  ： 危険回転域下限値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     赤紫 ： 危険回転域上限値 

     緑  ： 運航限界境界値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 3 各ケース個別条件 

 

 

Table 4 ケース１（主機出力超過防止） 

Table 5 ケース２（危険回転域回避） 
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4.3 シミュレーション結果の分析 

  Table 4 ～ Table 7 から、ペナルティ法とリミッタ

法について以下の特徴が読み取れる。 

(1) 決定方程式の解が危険運転域内にある場合、リ

ミッタ法では制約条件の拘束を受けて解が安全

運転域との境界上に決定される。 

(2) ペナルティ法では、決定方程式の解がケース３

の航路要素５でリミッタ法と同様に境界上に求

まるが、それ以外は全て安全運転域内に決定

（青色表示）され、より安全な解が得られる。 

(3) いずれの解法も、主機出力の解が危険運転域内

に決定（赤色表示）されることはない。 

  さらに、リミッタ法で安全運転域と危険運転域の境

界上に解が存在する場合について、それぞれの解法に

よる総燃料消費量と主機出力を比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両解法の計算結果とその差の割合を、Table 8 と 

Table 9 に示す。 

(4) Table 8 のケース１と２では、リミッタ法の方が

ペナルティ法より総燃料消費量が少ない。逆に、

ケース３と４ではペナルティ法の方が省燃費で

ある。何れの場合もその差の割合は𝟏𝟎−𝟕  ～ 

𝟏𝟎−𝟓 のオーダーで僅少である。 

(5) また、Table 9 では、ケース３を除いて、主機出

力の解にも両解法の間に違いが認められるが、

その差の割合も 𝟏𝟎−𝟑 以下のオーダーで小さい。 

(6) 特に、Table 7 （ケース４）では、全項目につ

いて両解法の表示値に差が認められない。しか

しながら下位の桁で僅差があり、その結果、リ

ミッタ法とペナルティ法の間で航路要素５の主

機出力の表示色が異なっている。 

 

Table 6 ケース３（運航限界速力超過防止） 

Table 7 ケース４（複合条件） 
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(7) 以上の結果、両解法が与える準最適解には数値

的には実用上の差はなく、有用性は同等と考え

られる。 

  尚、収束計算における数値計算上の累積誤差の影響

を評価するために、補助的に収束判定条件を「相対誤

差 𝟏𝟎−𝟏𝟐 未満」に変更して再計算した。その結果、収

束するまでの反復回数は１．５～１．７倍に増加した

が、Table 8 の表示値に変化はなかった。 

 

5．まとめ 

  近年、海洋気象学の進歩とスーパーコンピュータの

出現によって、大洋の波浪予報および海流予報の予報

期間の延伸や予報可能海域の拡大、予報精度が地球規

模で向上している 7)。 

  本稿では、実航海において、海象予報に適応して航

海の最適化を計る速力の決定方程式の解法について検

討した。特に、先行研究 2)の非線形な制約条件をリミッ

タで処理する方法（リミッタ法）に対して、ペナルテ

ィ関数を導入して処理する方法（ペナルティ法）を提

案し、その具体的な関数形を提示した。 

リミッタ法は、危険運転域内に求まった主機出力の

解を安全運転域との境界値に置き替え、固定端として

残りの航路要素で最適化を計る。一方、ペナルティ法

は、解と境界値の差に基づいて定式化されたペナルテ

ィ関数によって決定方程式そのものを微調整しながら、

境界条件を自由端として全航路要素を対象に解を収束

させる手法である。 

したがって、制約条件への対処法の考え方は両解法

の間で根本的に異なる。 

  最後に、数値シミュレーションによって両解法を比

較した結果、実用的には同等であることが明らかとな

った。但し、ペナルティ法では、ある反復過程で解が

危険運転域内に求まるとその程度に応じてペナルティ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が計算され、次のステップの計算で解を安全運転域の

方に引き戻す力が働くので、リミッタ法に比べ、より

安全運転域内に解が収束するという特徴を有する。 
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付章 ペナルティ関数 

  (14)式より得られる次の関係式 

 

   𝑼𝒊
𝟑 =

𝑮𝒄𝒊

𝑭𝒃𝒊+𝑭𝒑𝒊

𝝀                            (18) 

 

を(16)式に代入すると次式が得られる。 

 

 

Table 8 解法比較（総燃料消費量） Table 9 解法比較（主機出力） 
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   𝑷∗
𝒊 =

𝟏

𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊

𝑮𝒄𝒊

𝑭𝒃𝒊+𝑭𝒑𝒊

𝝀 (𝟏 +
𝜶𝒊

𝟐𝑳

𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊

𝒐𝒑𝒕)         (19) 

 

決定方程式から得られる主機出力の解が危険運転域

内にある場合は、安全運転域との境界値 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 を用い

て 

 

   𝑷∗
𝒊 = 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊     (𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 < 𝑷∗

𝒊)              (20) 

 

 とおき、(19)式に代入して整理すると、 

 

   𝑭𝒑𝒊
=

𝟏

𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝒊𝑮𝒄𝒊𝝀(𝟏+

𝜶𝒊
𝟐𝑳

𝜻𝒊𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊

𝒐𝒑𝒕)

𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊

− 𝑭𝒃𝒊             (21) 

 

 一方、主機出力が安全運転域内にある場合は、 

 

   𝑭𝒑𝒊
= 𝟎         (𝑷∗

𝒊 ≤ 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊)             (22) 

 

 とおく。 

(13)式のペナルティ関数は、(21)式と(22)式の組み

合わせである。但し、𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 は、𝑷∗
𝒊 の値に基づいて

以下の通り定義する。 

 

  (1)主機能力の限界 𝑷𝒎𝒄𝒓 を超過した場合 

 

   𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = 𝑷𝒎𝒄𝒓       (𝑷𝒎𝒄𝒓 < 𝑷∗
𝒊)           (23) 

 

  (2)危険回転域回避を要する場合 

   危険回転域の下端を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 、上端を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯 、       

   その中間値を 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 として、 

 

𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = {
𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳    (𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 < 𝑷∗

𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴)

𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯    (𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 ≤ 𝑷∗
𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯)

   (24) 

     𝑷𝒉𝒛𝒅𝑴 =
𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳+𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯

𝟐
                        (25) 

 

  (3)運航限界速力を超過した場合 

   運航限界速力 2)､4) 𝑼𝒏𝒐𝒍𝒊
 に対応する主機出力を 

𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊
2) とし、𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 に主機能力超過防止および危

険回転域回避のためのリミッタ処理を行う。即ち 

 

   𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 = 𝑷𝒎𝒄𝒓   （𝑷𝒎𝒄𝒓 < 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊）          (26) 

   𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 = 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳   （𝑷𝒉𝒛𝒅𝑳 < 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 < 𝑷𝒉𝒛𝒅𝑯）  (27) 

 

その上で、𝑷∗
𝒊 が 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 を超過した場合に 𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 

を以下の通り決定する。 

 

      𝑷𝒃𝒏𝒅𝒊 = 𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊     (𝑷𝒏𝒐𝒍𝒊 < 𝑷∗
𝒊)            (28) 

 

  大域的収束計算では、各反復過程で計算された速力

を用いて(13)式のペナルティを再計算し、次の反復過

程の決定方程式(14)に供する。その結果、速力とペナ

ルティの両方が同時に収束し、ペナルティ法による航

海最適化問題の準最適解を決定することができる。 




